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【語句の定義】 

本方針で使用する語句の定義は，次のとおりです。 

(１) 盛岡地域：旧都南村及び旧玉山村の区域を除く地域 

(２) 都南地域：旧都南村の区域 

(３) 玉山区：旧玉山村の区域 

(４) 小学校：特別の断りがある場合を除き，盛岡市立小学校をいう。

(５) 中学校：特別の断りがある場合を除き，盛岡市立中学校をいう。

(６) 児童生徒：児童は小学生，生徒は中学生をいう。  



は じ め に  

盛岡市立小中学校の状況は，少子化の進行により本市全体の児童生徒数が

減少傾向にあるものの，地域によっては，都市開発，宅地開発などの人口集

積に伴い児童生徒が増加し，過大規模となることが予想される学校が見られ

ます。その一方で，地域の過疎化，高齢化が進み，児童生徒数が著しく減少

し，過小規模となることが見込まれる学校もあるなど，学校教育の目的や目

標を達成するうえで大きな支障となることが懸念されています。また,学校

教育に対する市民ニーズの多様化への対応などを進めていかなければなら

ないものとなっています。 

こうした現状から，市立小中学校の教育環境をより良いものとするには，

すべての盛岡市立小中学校の児童生徒数の推移，学校と地域とのかかわり，

学区の状況などを調査したうえで，各学校の適正配置について検討を行う必

要があると考え，その際の指針となる基本方針を策定することとしたもので

あります。   

基本方針の策定にあたっては，学校関係者をはじめ，地域活動関係者，学

識経験者などの意見を伺うため，平成 19 年 10 月に学校関係者，経済団体，

地域活動関係者など 17 名で組織する「盛岡市小中学校適正配置検討委員会」

を設置いたしました。 

検討委員会は８回開催され，児童生徒や学校規模の現状と課題，今後の見

通しなどを検討していただくとともに，市立小中学校の望ましい学校規模，

学区，指定校変更など適正配置についての「基本的な考え方」を取りまとめ

ていただき，平成 20 年 12 月に小中学校適正配置検討委員会からその「報告

書」を市教育委員会に提出していただいたものであります。 

市教育委員会では，小中学校適正配置検討委員会から示された「適正配置

の基本的な考え方」などを尊重し，この基本方針を策定いたしました。 

  今後におきましては，この基本方針を元にすべての盛岡市立小中学校の状

況を調査するとともに，保護者，地域，学校関係者の意見を伺い，本市の未

来を担う子どもたちの教育環境が向上するよう，適正配置の検討を進めてま

いりたいと考えております。 

 

                  平成 21 年４月 

盛岡市教育委員会 
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 第 1 章  盛 岡 市 立 小 中 学 校 の 現 状 と 課 題  

 

  本市の平成 20 年５月１日時点での小学校は， 46 校， 567 学級，児童数

15,642 人，中学校は，24 校，255 学級，生徒数は 8,037 人となっており，

10 年前の平成 11 年同期（旧玉山村立小中学校の児童生徒数を含む）に比

べ，小学校で 2,850 人（平成 20 年 /平成 11 年  84.59％），中学校で 2,234

人（平成 20 年 /平成 11 年  78.25％）それぞれ減少しています。  

   このことは，文部科学省が定める標準的な学校規模（ 40 人学級，12～ 18

学級）に当てはめると，この 10 年間で小学校では，およそ 71 学級，中

学校で 56 学級に相当し，小学校で４校，中学校で３校に相当する児童，

生 徒 が 減 少 し て い る こ と と な り ま す 。 こ の 減 少 傾 向 は ， 厚 生 労 働 省 が 発

表 し た 特 殊 出 生 率 *１ か ら も ， 児 童 生 徒 数 の 減 少 傾 向 が 今 後 と も 続 く こ と

が予想されます。  

  本 位 の 小 中 学 校 を 見 る と ， 新 た な 都 市 開 発 整 備 や 道 路 ， 橋 梁 等 の 整 備

に 伴 い ， 児 童 生 徒 数 の 急 増 に よ る 学 校 施 設 規 模 の 不 足 し て い る 学 校 や 通

学 区 域 が 実 態 に そ ぐ わ な く な っ て い る 学 校 が 見 ら れ ， ま た ， 一 部 の 地 区

で は ， 児 童 生 徒 の 減 少 に よ る 余 剰 教 室 ， 余 剰 設 備 が 生 じ て い る 学 校 も 見

受けられるようになっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 少 子 化 と児 童 生 徒 数 の推 移  

本市の児童生徒数の推移は，「表－１  児童生徒数の推移」のとおりと

なっており，平成 20 年度の児童生徒数は，平成 11 年度と比べ，児童数

で 2,850 人の減少（対平成 11 年度比 15.41％減），生徒数で 2,234 人の減

少（対平成 11 年度比 21.75％減）となっています。  

※平成 11 年から平成 20 年の各小中学校の推移は資料 -１に示していま

す。  

 

 

 

＊１:特殊出生率（期間合計特殊出生率） 

一人の女性が一生に産む子供の数の平均。平成２年国勢調査，1.54 人，平

成 12 年国勢調査 1.36 人，平成 17 年国勢調査 1.25 人と減少してきていま

す。長期的に人口を維持できるとされる水準（人口置換水準）2.07 に比べ，

かなり低いものとなっています。  
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表－１  児童生徒数の推移  
〈単位：人，％〉

区　分 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年

児童数 18,492 17,951 17,519 17,152 16,690 16,369 16,198 15,958 15,741 15,642

対平成11年比 － 97.1% 94.7% 92.8% 90.3% 88.5% 87.6% 86.3% 85.1% 84.6%

対前年比 － 97.1% 97.6% 97.9% 97.3% 98.1% 99.0% 98.5% 98.6% 99.4%

生徒数 10,271 9,897 9,622 9,306 9,084 8,827 8,685 8,412 8,280 8,037

対平成11年比 － 96.4% 93.7% 90.6% 88.4% 85.9% 84.6% 81.9% 80.6% 78.2%

対前年比 － 96.4% 97.2% 96.7% 97.6% 97.2% 98.4% 96.9% 98.4% 97.1%

※盛岡市教育委員会調べ（旧玉山村の児童生徒数を含む。）
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平成 20 年５月１日時点での就学前児童（０歳～５歳児）の人数は，「表  

 －２  就学前児童数の推移」のとおりであり，平成 20 年度の就学前児童

数は，平成 11 年に比べ， 2,013 人減少しています。  

就学前児童数及び新１年生該当者数の推移からもわかるとおり，児童生

徒 数 の 減 少 傾 向 は ， 今 後 と も 続 く こ と が 予 想 さ れ ， 学 校 に よ っ て は ， 入

学 生 や 学 年 の 在 籍 者 が い な く な っ た り ， 複 式 学 級 で の 教 育 が 余 儀 な く さ

れたりすることも予想されます。  
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表－２  就学前児童数の推移  

〈単位：人，％〉

区　分 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年

就学前児童数（人） 17,392 17,221 16,873 16,698 16,488 16,484 16,130 15,807 15,769 15,379

対前年比 ― 99.02% 97.98% 98.96% 98.74% 99.98% 97.85% 98.00% 99.76% 97.53%

対平成11年比 ― 99.02% 97.02% 96.01% 94.80% 94.78% 92.74% 90.89% 90.67% 88.43%

新１年生該当（人） 2,946 2,993 2,803 2,823 2,742 2,778 2,724 2,734 2,733 2,575

※盛岡市教育委員会調べ（旧玉山村の就学前児童数を含む。）
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２ 学 校 規 模 の現 状   

(１ ) 学校規模  

学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 11 号）において，標準的

な学校規模を小学校では， 12 学級以上 18 学級以下（施行規則第 41 条），

中学校では，小学校の規定を準用する（施行規則第 79 条）ことを定めて

います。  

平成 20 年５月１日における小中学校の児童生徒及び学級数は，「表－３  

小学校児童及び学級数」，「表－４  中学校生徒数及び学級数」のとおりと

なっており，文部科学省の基準で区分すると，小学校においては 46 校中

大規模校が７校，小規模校が 20 校，中学校では，24 校中大規模校が１校，

小規模校が 14 校となっています。  

また，盛南開発 * ２ や新たな住宅団地の整備により，盛岡地域南西部や北

西部の児童生徒数は，今後増加することが予想されています。その一方で

盛岡地域北部や玉山区の一部地区では，児童生徒数が減少し続けています。 
なお，盛岡駅周辺をはじめとする市中心部では，マンション等の集合住

宅の建設もあり，児童生徒数は横ばいで推移しています。  
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表－３  小学校児童及び学級数  

内特 内特 内特 内特 内特 内特

仁　王 432 15 17 4 上　田 389 12 永　井 331 12

城　南 514 16 20 3 山　王 183 6 △ 手代森 336 12

桜　城 373 12 川　目 46 4 △ 津志田 738 18 25 4 ○

厨　川 413 18 15 3 緑が丘 579 18 見前南 315 12

仙　北 793 5 25 1 ○ 太　田 83 6 △ 都南東 222 8 △

杜　陵 288 11 △ 太田東 328 2 13 1 北松園 396 13

山　岸 605 5 20 1 ○ 繋 48 4 △ 玉　山 48 5 △

大慈寺 178 3 7 1 △ 城　北 760 11 25 2 ○ 城　内 22 3 △

米　内 200 8 △ 大　新 600 19 ○ 外　山 5 2 △

土　淵 230 9 △ 松　園 321 16 15 3 薮　川 3 2 △

中　野 694 21 ○ 月が丘 527 18 渋　民 259 3 11 1 △

本　宮 907 7 27 1 ○ 高　松 430 14 生　出 57 5 △

浅　岸 10 3 △ 東松園 352 12 巻　堀 52 5 △

青　山 637 18 見　前 581 5 19 1 好　摩 245 2 11 1 △

北厨川 512 16 飯　岡 128 4 7 1 △ 合　計 15,642 137 567 30

河　北 163 7 8 2 △ 羽　場 309 12

注：表中，内特は，特別支援学級数及び児童の人数であり内数。

備考
児童数（人） 学級数

備考 備考

※盛岡市教育委員会調べ（平成２０年５月１日現在）

児童数（人） 学級数

1学級児童数

1学級当り生徒数（除特学）

27.6

28.9

校　名 校　名 校名
児童数（人） 学級数

＊ ２ :盛 南開 発 （ 盛岡 南 新 都市 開 発 整備 事 業 ）  

市 街 地 の南 西 部 ，雫 石 川 の南 に 広 がる 約 445 ヘ ク タ ール の 地 域に 職 住 近接

の 新 市 街 地 を 形 成 し よ う と い う の が 盛 南 開 発 構 想 で ， 全 体 計 画 の ７ 割 に 当 た

る 313.5 ヘ ク タ ール を 整 備す る の が盛 岡 南 新都 市 開 発整 備 事 業で す 。 事業 主

体 は 独 立行 政 法 人都 市 再 生機 構 （ 旧地 域 振 興整 備 公 団） で ，平成 3 年 12 月 に

事 業 認 可 。 都 市 再 生 機 構 で は 盛 岡 都 市 開 発 事 務 所 （ 現 岩 手 都 市 開 発 事 務 所 ）

を 平 成 4 年 1 月 に開 設 し ，本 格 的 な事 業 を スタ ー ト させ て い ます 。 整 備手 法

は 土 地 区画 整 理 事業 で ， 平成 7 年 11 月 に 着 工し ま し た。  

計 画 人 口は ，18,000 人 を 見込 ん で おり ，平成 12 年 度 以降 の 当 該地 区 に おけ

る 人 口 の推 移 は ，次 の と おり で す 。  

 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H20 

人口 3,643 3,773 3,936 4,359 5,686 6,387 7,140 7,811

世帯数 1,298 1,357 1,646 1,647 2,228 2,560 2,885 3,183

出典：独立行政法人 都市再生機構 岩手都市開発事務所 ホームページ 
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表－４  中学校生徒及び学級数   

内特 内特 内特 内特

下　橋 268 4 11 2 △ 北　陵 773 21 ○

下小路 604 6 17 1 松　園 327 3 10 1 △

厨　川 644 21 21 3 見　前 517 11 16 3

上　田 458 26 16 4 飯　岡 237 8 △

河　南 421 12 乙　部 276 2 10 1 △

仙　北 385 12 △ 見前南 417 12

大　宮 598 2 17 1 北松園 365 11 △

米　内 154 5 △ 玉　山 26 3 △

土　淵 64 3 △ 薮　川 3 1 △

黒石野 470 13 渋　民 178 1 7 1 △

繋 23 3 △ 巻　堀 183 8 7 1 △

城　西 420 12 合　計 8,037 84 255 18

城　東 226 7 △ 31.5

※盛岡市教育委員会調べ（平成20年5月1日現在） 33.6
注：表中，内特は，特別支援学級数及び生徒の人数であり内数。

1学級当り生徒数（除特学）

備考

1学級当り生徒数

校　名 校　名備考
生徒数（人） 学級数 生徒数（人） 学級数

川目 

北厨川

北松園

好摩 

桜城

山王

渋民

高松

玉山
繋

都南東

巻堀

見前

見前南

本宮 

薮川 

山岸 

米内

緑が丘  

仙北

太田東
厨川

太田

河北

松園 
羽場

杜陵

外山

土淵

月が丘  
城南

大新

津志田

手代森 永井

仁王

中野

東松園

飯岡

浅岸 生出

上田 

城内

城北

大慈寺
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学級数 

   は，文部科学省が定める標準的な学校規模の学級数を有する学校 
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小中学校の規模別比較表 

学級数 

   は，文部科学省が定める標準的な学校規模の学級数を有する学校 
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表－５  学校アンケート調査に基づく，学校で感じている規模【参考】  

学校  小    学    校  中    学    校  

規模  大きい  適正  小さい 小学校計 大きい 適正  小さい  中学校計

意 識

調 査  

５  

(11％ ) 

24 

(52％ ) 

17 

(37％ )

46 

(100％ )

１  

(４％ )

14 

(59％ ) 

７  

(29％ ) 

22 

無 回 答 ２

(８ ％ ) 

文 部 科 学 省 の 標 準 と 比 較 し て 見 る と ， 小 学 校 で は ， 文 部 科 学 省 の 標 準 を 上 回 っ て

い る 学 校 が ７ 校 に 対 し ， 調 査 で 「 大 き い 」 と 回 答 し た 学 校 は ５ 校 ， 標 準 規 模 校 が 20

校 に 対 し ，「 適 正 」 と 回 答 し た 学 校 が 24 校 ， 下 回 っ て い る 学 校 が 19 校 に 対 し ，「 小

さ い 」 と の 回 答 が 17 校 と な り ま し た 。 ま た ， 中 学 校 で も ， 標 準 規 模 校 が 10 校 に 対

し ，「 適 正 」 と 回 答 し た 学 校 が 14 校 ， 下 回 っ て い る 学 校 が 13 校 に 対 し ，「 小 さ い 」

と の 回 答 が ７ 校 と な り ， 学 校 側 の 捉 え 方 が 標 準 的 規 模 と 必 ず し も 一 致 し て い な い こ

と が 分 か り ま す 。  

 

(２ ) 学校規模と学校運営  

学校運営上，大規模校と小規模校では，概ね「表－６  学校規模によ

る特徴」に掲げるような特徴があるといわれています。  

表－６  学校規模による特徴  

 小規模校  大規模校  

学

習

指

導

面 

○ 発表や話し合いの場において，自己表

現する機会が多い。 

○ 余裕施設・学習教材等を有効に利用で

きる。 

○ 選択教科や部活動は，人数による制限

が生ずる場合がある。 

○ 中学校において，教員数が少ないた

め，免許外の教科を担当する度合いが

高くなる。 

○ 小学校の複式学級では，２学年に対応

した指導を行わなければならない。 

○ 集団生活の中で，児童生徒が切磋琢磨

しながら学習指導を展開しやすい。 

○ 体育館や特別教室等の利用に制約が

出てくる場合がある。 

○ 部活動等に必要な人数を配置構成で

きるが，レギュラーにはなりにくい。

○ 中学校では，各教科の免許を有する職

員が配置される。 

○ 急増学校の場合，特別教室を普通教室

へ転用するため，特別教室での学習が

できなくなる場合がある。 

生

活

指

導

面 

○ 一人一人の個性やよさを活かした活

動を組み立てやすい。 

○ 限られた人間関係の中で，多様な意

見・考えに触れる機会が少なくなる。

○ 単式学級では，児童・生徒の人間関係

や価値観が固定化しがちになる。 

○ 集団生活でのルールが徹底されやす

い。 

○ 大集団の中で，多様な社会性を身に

つけることができる。 

○ 様々な児童生徒と触れ合うことが可

能であり，集団行動，生活への適応

力が養われる。 

○ 学級編成により，人間関係に変化を

つけることができる。  

○ 規範意識や価値観が多様化するた

め，問題行動等も起こりやすい。 
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学

校

運

営

面 

○ 保護者や地域に対して，学校の教育方

針の浸透・徹底が図りやすい。 

○ 教職員数が少ないため，校務分掌等

で，役職を兼ねることが多く，教職員

の負担が大きくなる。 

○ 中学校においては，教科担当教員が少

なくなるため，自校での相互研鑽の機

会が少なくなる。 

 

○ 新興住宅街等では，保護者の意向が

様々で，学校の教育方針を浸透させ

ることが難しいことがある。 

○ 教職員数が多いため，多様な教育・

運営活動が可能となるが，校務の所

管と責任の所在が不明確になる場合

がある。 

○ 教員の相互研修などにより，研鑽が

図られる。 

○ 学校運営予算総額が大きいため，多

様な予算編成が可能となる。 

○ 教職員の意識統一，児童・生徒の協

同意識の構築などが難しい。 

 

【参考】学級編制人数に基づく特徴  

少人数学級の特徴 定員枠 

○ 児童生徒ごとに指導結果を詳細に判断で

き，個々の児童生徒に対応した適切な指

導が可能となる。 

○ 教師や他の児童生徒への依存度が高くな

る場合がある。 

○ 教師と児童生徒又は児童生徒間で，相手

を理解した人間関係を形成できる。 

○ 交流する児童生徒が限られるため，価値

観が固定化する場合がある。 

○ 指導は行き届くが，他との関わり合いが

少なく切磋琢磨することが難しい。 

○ 児童生徒一人一人に応じたきめ細かな

指導をするための配慮が必要となる 

○ 児童生徒数に見合った，教材・教具の準

備に時間とお金がかかる。 

○ 作品処理や成績処理に，時間がかかる。

○ 教師と児童生徒とのふれあいの時間は，

児童生徒数が増えるほど短くなる。 

○ 教師が十分に手をかけられない場面に

ついては，児童生徒の自立が促される。

 

(３ ) 中学校における免許外の教科指導  

本市の中学校では，教職員定数の関係から，免許外の教科の指導を行

っている場合があり，平成 19 年度は， 16 校において７教科（延べ 24

教科） 31 人が指導にあたっています。その理由としては「免許保有者

がいないこと 12 件」，「免許保有者が不足するため 11 件」，「選択教科

指 導 の た め １ 件 」 と な っ て い ま す 。 免 許 外 教 科 を 指 導 す る 場 合 ， 各 学

校 長 は ， 教 員 の 得 意 科 目 な ど を 考 慮 し ， 県 教 育 委 員 会 に 申 請 を 行 い ，

その許可のもと免許以外の教科の指導を行うこととなります。  

こ う し た 指 導 は ， 教 員 定 数 が 少 な い 小 規 模 中 学 校 に お い て 行 わ れ る

ことが多く，16 校中，小規模校が 11 校を占め，また，教科では，６教
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科（延べ 18 教科）について行われています。免許外教科を指導する場

合 ， 県 教 育 委 員 会 で は ， 当 該 教 職 員 に 対 し 特 別 の 研 修 を 実 施 し ， 指 導

力の向上を図っています。  

 

３ 通 学 区 域 の現 状  

(１ ) 通学区域に関する法令の規定  

通学区域は，施行令第５条第２項において，「市町村の教育委員会

は ， 当 該 市 町 村 の 設 置 す る 小 学 校 又 は 中 学 校 が ２ 校 以 上 あ る 場 合 に

お い て は ， 入 学 期 日 の 通 知 に お い て 当 該 就 学 予 定 者 の 就 学 す べ き 小

学校又は中学校を指定しなければならない。」と規定しており，本市

においても，学校を指定し，通学区を定めています。  

本市の通学区域は，「盛岡市学齢児童生徒の就学すべき学校の指定

に関する規則（平成 13 年教育委員会規則第９号）」に規定し，「盛岡

市 立 小 学 校 及 び 盛 岡 市 立 中 学 校 の 通 学 に 関 す る 事 務 取 扱 要 領 」 に よ

り 運 用 し て い ま す 。 小 中 学 校 の 通 学 区 域 は ， 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ や 通

学距離などを考慮したものとなっています。  

（２）通学距離  

通学距離に関しては，法令上特に定めが無く，地 域 の実 態 を 踏ま え ，

各 市 町 村教 育 委 員会 の 判 断に 基 づ いて 設 定 でき る と され て い ます 。  

本 市 で は，盛岡市遠距離通学支給要綱（平成 16 年盛岡市教育委員会

告示第３号）を定め，通学費助成の要件を小学校にあっては，概ね片

道４ km 以上，中学校では，概ね片道６ km 以上としています。平成 19

年 度 に お け る 通 学 費 の 助 成 状 況 は ，「 表 － ７  遠 距 離 通 学 に か か る 助

成」のとおりです。  

表－７  遠距離通学にかかる助成  

小学校  中学校  

人数  助成額 (円 ) 人数  助成額（円）  

16 434,194 6 713,330 

※ 盛 岡 市 教 育 委 員 会 調 べ （ 平 成 １ ９ 年 度 ）  

 

学校の中には，統廃合により，学校までの距離が遠くなったため，

ス ク ー ル バ ス で の 通 学 を 行 っ て い る と こ ろ も あ り ま す が ， 従 来 の 通

学 区 に お い て も 学 校 に よ り 大 き く 異 な っ て い ま す 。 各 学 校 の 最 も 遠

い 通 学 距 離 は ，「 表 － ８  小 中 学 校 の 通 学 距 離 一 覧 」 の と お り で す 。 
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ス ク ー ル バ ス を 利 用 し て い る 児 童 生 徒 を 除 い た 児 童 生 徒 の 中 で 最

も長い通学距離は，小学校で 7.0ｋｍ，中学校で 13.3ｋｍとなって

います。  

表－８  小中学校の最長通学距離一覧  

学 校 名 距　　離 備　　考 学 校 名 距　　離 備　　考 学 校 名 距　　離 備　　考

仁　王 3.0km 三ツ割３ 城　北 1.7km 青山４ 下　橋 2.3km 本町通３

城　南 2.6km つつじが丘 大　新 1.8km 中屋敷町 下小路 13.3km 新庄字

桜　城 1.4km 盛岡駅西通１ 松　園 3.0km 山岸字 厨　川 2.3km 西青山３

厨　川 1.6km 城西町 月が丘 1.9km 西青山３ 上　田 2.2km 高松２

仙　北 2.7km 南仙北３ 高　松 2.3km 高松３
河　南

（バス）
25.0km 砂子沢８

杜　陵 0.65km 清水町 東松園 1.9km 上田字 仙　北 2.2km 南仙北３

山　岸 3.6km 下米内字 見　前 2.0km 三本柳15 大　宮 5.1km 猪去字

大慈寺 1.1km 神子田町 飯　岡 3.5km 上飯岡９ 米　内 3.2km 上米内字

米　内 5.0km 上米内字 羽　場 3.9km 上飯岡８ 土　淵 2.9km 土淵字

土　淵 4.0km 土淵字 永　井 1.4km 永井25 黒石野 3.3km 上田字

中　野
 (バス）

7.4km 新庄字 手代森 2.7km 黒川２ 繋 3.9km 繫字

本　宮 3.9km 下鹿妻字 津志田 2.0km
三本柳・
飯岡新田

城　西 　2.8km 大館町

浅　岸 7.0km 新庄字 見前南 1.5km 見前南１ 城　東 2.0km 南大通１

青　山 2.6km 上堂４
都南東

（バス）
8.0km 大ヶ生１ 北　陵 3.4km 青山４

北厨川 2.0km 厨川２ 北松園 1.6km 小鳥沢２ 松　園 2.5km 東黒石野２

河　北 1.2km 西下台 玉　山 3.8km
玉山区玉山
字

見　前 3.3km 津志田４

上　田 1.5km 高松２，３ 城　内 7.0km 玉山区玉山字 飯　岡 5.2km 湯沢南２

山　王 0.75km 東新庄２
外　山

（バス）
2.0km 玉山区藪川字

乙　部
（バス）

10.0km 大ヶ生５

川　目
（バス）

18.6km 砂子沢11
薮　川

（バス）
5.5km 玉山区藪川字 見前南 4.0km 永井２

緑が丘 2.6km 高松４ 渋　民 5.3km 玉山区渋民字 北松園 1.7km 小鳥沢１

太　田 2.6km 上鹿妻字 生　出 3.4km 玉山区下田字 玉　山 8.0km 玉山区玉山字

太田東 3.2km 下太田字
巻　堀

（バス）
11.0km 玉山区馬場字

薮 川
(バス）

25.0km 玉山区藪川字

繋 3.9km 繫字 好　摩 4.0km 玉山区藪川字
渋　民

 (バス）
12.0km 玉山区下田字

巻　堀
 (バス）

16.0km 玉山区馬場字

学校名欄中（バス）と表記している学校は，スクールバス利用者がいる学校です。

小　　学　　校 中　　学　　校

※盛岡市教育委員会調べ（平成19年度）

注：指定校変更など学区外からの通学者の距離は，対象からはずしています。  
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ｋｍ 

※   は，遠距離通学助成を行っていない通学距離 
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 また，スクールバスを利用している児童生徒（表 -９）にあっては，

小学校で 18.6ｋｍ，中学校で 25.0ｋｍと，通学に 1 時間程度要する児

童生徒もおり，通学の負担が大きいものと思われます。  

遠距離通学を行っている児童生徒は，路線バスなどの公共交通機関や

スクールバスによる通学がほとんどと思われますが，通学時間に一定の

制約が加わることから，クラブ活動，放課後の児童生徒間の交流の時間

が少なくなることなどが課題となっています。  

表 -９  スクールバス利用児童生徒数                      

対象校  

中野小  

川目小  

河南中  

都南東小

乙部中  

外山小  

薮川小  

薮川中  

巻堀小  

巻堀中  

 

渋民中

 

路線数  ４  １  １  １  １  

利用児童数（人） 38 29 ７  ２  ―  

利用生徒数（人） 34 ２  ３  ２  35 

合  計（人）  72 31 10 ４  35 

※ 盛 岡 市 教 育 委 員 会 調 べ （ 平 成 ２ ０ 年 度 ）  

 

（３）小・中学校の通学区域の関連  

小中学校の通学区域は，「表－ 10 小学校と中学校の通学区域比較」

のとおりとなっており，小学校の通学区域が中学校の通学区域と異な

った区域となっている場合もあり，小学校の中には，中学進学時に３

つの中学校に分かれる例があります。また，中学校が分かれる場合に，

そ れ ぞ れ の 中 学 校 に 進 む 児 童 数 に 著 し く 差 が あ る 小 学 校 の 例 も あ り

ます。（図－１，進学地域の事例）  

盛 岡 地 域に 比 べ ，都 南 地 域， 玉 山 区は ， 小 学校 区 と 中学 校 区 がほ ぼ

対応しています。  

市 村 合 併， 地 域 や町 内 会 及び 道 路 ・橋 梁 整 備に 伴 う 通学 環 境 の変 化

により，次のような通学区域の特別な事例も生じています。  

①  盛岡地域と都南地域の合併に伴う通学区域の事例（図－２）  

②  地区や町内会区域に基づいた通学区域の事例（図－３）  

③  道路・橋梁の整備に伴う通学区域の事例（図－４）  

④  学 区 や 許 可 区 域 を 定 め た 後 ,隣 接 地 に マ ン シ ョ ン が 建 築 さ れ た 事

例（図－５）  
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表－ 10 小学校と中学校の通学区域比較  

小学校  進学中学校  入学範囲  中学校  入学小学校  入学範囲

下  橋  仁  王  

下小路  桜  城  
 

仁  王  

上  田  

 

杜  陵  全  員  

下小路  

下  橋  

大慈寺   
城  南  

城  東  
 

仁  王  

下  橋  城  南  
 

桜  城  
城  西  

 
山  岸  全  員  

厨  川  浅  岸  全  員  
厨  川  

城  西  
 

下小路  

高  松   

仙  北  仙  北  全  員  厨  川   

杜  陵  下  橋  全  員  青  山  全  員  

山  岸  下小路  全  員  大  新  

河  南  

厨  川  

月が丘  
 

大慈寺  
下  橋  

 
仁  王   

米  内  米  内  全  員  河  北  全  員  

土  淵  土  淵  全  員  上  田  全  員  

中  野  河  南  全  員  

上  田  

高  松   

本  宮  大  宮  全  員  大慈寺   

浅  岸  下小路  全  員  中  野  全  員  

青  山  厨  川  全  員  

河  南  

川  目  全  員  

北厨川  北  陵  全  員  仙  北  仙  北  全  員  

河  北  上  田  全  員  本  宮  全  員  

上  田  上  田  全  員  太  田  全  員  

山  王  城  東  全  員  

大  宮  

太田東  全  員  

川  目  河  南  全  員  米  内  米  内  全  員  

緑が丘  黒石野  全  員  土  淵  土  淵  全  員  

太  田  大  宮  全  員  緑が丘  全  員  

太田東  大  宮  全  員  
黒石野  

高  松   

繫  繫  全  員  繫  繫  全  員  

城  北  北  陵  全  員  桜  城  

厨  川  厨  川  
大  新  

城  西  
 

城  西  

大  新  

 

松  園  松  園  全  員  城  南   

厨  川  
城  東  

山  王  全  員  
月が丘  

北  陵  
 

北厨川  全  員  

下小路  城  北  全  員  

上  田  

北  陵  

月が丘   高  松  

黒石野  

 

松  園  全  員  

東松園  松  園  全  員  
松  園  

東松園  全  員  
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小学校  進学中学校  入学範囲  中学校  入学小学校  入学範囲

見  前  見  前   
見  前  

見前南  
 見  前  

津志田  全  員  

飯  岡  飯  岡  全  員  飯  岡  全  員  

羽  場  飯  岡  全  員  
飯  岡  

羽  場  全  員  

永  井  見前南  全  員  都南東  全  員  

手代森  乙  部  全  員  
乙  部  

手代森  全  員  

津志田  見  前  全  員  見  前   

見前南  見前南  全  員  永  井  全  員  
都南東  乙  部  全  員  

見前南  

見前南  全  員  
北松園  北松園  全  員  北松園  北松園  全  員  
玉  山  玉  山  全  員  玉  山  全  員  

城  内  玉  山  全  員  
玉  山  

城  内  全  員  

外  山  薮  川  全  員  外  山  全  員  
薮  川  薮  川  全  員  

薮  川  
薮  川  全  員  

渋  民  渋  民  全  員  渋  民  全  員  
生  出  渋  民  全  員  

渋  民  
生  出  全  員  

巻  堀  巻  堀  全  員  巻  堀  全  員  
好  摩  巻  堀  全  員  

巻  堀  
好  摩  全  員  

※ 盛 岡 市 教 育 委 員 会 調 べ  

小中学校に対するアンケート調査結果では，小学校から中学校に進級す

る際，学区の差異から，出身小学校による新入生のバランスが悪く，新し

い環境になじめなかったり，疎外感を感じたりする子どもがいるなどの意

見が見られ，小学校区と中学校区の一致を望む意見が出されています。  
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図－１ 進学区域の事例（南大通） 

  

 
大慈寺小学校の学区のうち，下橋中学校に進学する地域は斜線部の南大

通三丁目のみであり，卒業する１学級おおよそ３０人の児童のうち，例

年 3～12 人の児童が下橋中学校に進学している。 
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図－２ 盛岡地域と都南地域の合併に伴う通学区域の事例 
    （向中野，飯岡新田及び向中野，三本柳地区） 

小学校区 

中学校区 
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図－３ 地区や町内会区域に基づいた通学区域の事例 
    （本宮，西仙北付近） 

仙北小学校・仙北中学校区

本宮小学校・大宮中学校区
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図－４ 道路・橋梁の整備に伴う通学区域の事例

    （盛岡駅西通・本宮地区ほか） 
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 図－５ 学区や許可区域を定めた後，隣接地にマンショ

ンが建設された事例（南大通三丁目）    

・ 太線は，杜陵小学校と大慈寺小学校の学区境 

・ 太線と細線で囲まれた区域は，指定校が大慈寺小学校で，杜陵小学

校の許可区域    
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(４ ) 地域活動と学区  

   小中学校に対するアンケート調査結果では，町内会が２校以上にま

たがる学校は，小学校で 11 校，中学校で９校あり，町内会によっては，

小学校が３校，中学校が２校となっているところもあります。  

町 内 会 の 区 域 と 学 区 の 区 域 が 異 な っ て い る こ と に 対 し て は ， 小 学 校

で ７ 校 ， 中 学 校 で １ 校 か ら 「 町 内 会 と 一 体 的 な 学 区 」 で あ る こ と が 望

ましい旨の意見が出されています。  

ま た ，「 地 域 の 協 力 が 学 校 に と っ て 非 常 に 大 き な 力 と な っ て い る 。」

と 答 え て い る 学 校 は 小 学 校 で ９ 校 ， 中 学 校 で ３ 校 あ り ， 学 校 と 地 域 と

のつながりがいかに重要であるかがわかります。  

盛岡市教育ビジョン（平成 17 年策定），市教育振興運動においても，

児 童 ， 生 徒 の 健 全 な 育 成 を 図 る た め ， 学 校 ， 地 域 ， 関 係 機 関 ， 団 体 が

連 携 し ， 取 り 組 む こ と を 掲 げ て お り ， 地 域 や 学 校 の 意 向 を 踏 ま え な が

ら町内会と学区のあり方について検討する必要があります。  

(５ ) 指定校変更，区域外就学許可の状況  

 ア  本市の指定校変更，区域外就学許可の状況  

本 市 で は ， 児 童 生 徒 の 住 所 地 に よ り あ ら か じ め 通 学 す る 学 校 （ 指

定 校 ） を 定 め て い ま す 。 何 ら か の 事 情 で 指 定 校 以 外 の 学 校 へ 通 学 す

るには，指定校変更の許可が必要となりますが，その理由として，「許

可 区 域 」 に よ る も の と 「 学 区 の 弾 力 的 な 運 用 」 に よ る も の の ２ つ の

方法により行われています。  

「 許 可 区 域 」 は ， 通 学 区 域 の 指 定 校 の ほ か に 保 護 者 か ら の 申 請 に

よ り 隣 接 す る 許 可 対 象 校 へ 就 学 を 認 め る 「 就 学 校 の 二 者 択 一 」 を 認

めている地区で 14 の小中学校内において，許可区域を設定していま

す。  

「 学 区 の 弾 力 的 な 運 用 」 は ， 転 居 な ど の 家 庭 の 事 情 ， 人 間 関 係 な

ど に よ る 児 童 生 徒 個 々 の 事 情 な ど に よ り ， 指 定 校 の 変 更 を 許 可 す る

制度です。本市では，「盛岡市立小学校及び盛岡市立中学校の就学に

関 す る 事 務 取 扱 要 領 」 で 指 定 校 以 外 の 学 校 へ 通 う 際 の 基 準 を 次 の と

おり定めています。  

①  共働き家庭等   

保護者が共働き等により   

ⅰ  学齢児童が児童センター等に登録したとき  

ⅱ  祖父母等へ預けるとき  

ⅲ  自営業等に従事しているとき  



 - 21 - 

に お い て ， そ れ ぞ れ の 住 所 地 の 通 学 区 域 と す る 学 校 へ 学 齢 児 童

が通学するとき（小学生のみ）  

②  教育的配慮  

  いじめやいやがらせ，児童生徒の心身の事由等による指定変更  

③  許可区域   

 取扱要領第３条，第４条で教育長が定める区域  

④  学期途中，学年途中  

  小 学 校 第 １ 学 年 か ら 第 ４ 学 年 ま で の 学 齢 児 童 が 学 年 途 中 に 通 学

区域外に住所異動したとき（学年末まで）  

⑤  転居予定  

  入学後に盛岡市内に住所異動の予定があり，異動するまでの間，

現 住 所 か ら 異 動 予 定 先 の 住 所 を 通 学 区 域 と す る 学 校 へ 通 学 す る

とき  

⑥  最高学年  

  小学校第５学年及び６学年，又は中学校全学年の学齢児童生徒が

学年途中に通学区域外に住所異動したとき（卒業年度終了まで） 

⑦  兄弟関係  

  兄弟が指定校変更の許可を受けて希望校に在籍しているとき  

⑧  家庭の事情  

  その他，保護者の事情等によるとき  

平成 19 年度において，指定校変更等を許可した児童生徒数は，「表

－ 11 指定校変更，区域外就学許可 ※ ３ 一覧」のとおりです。  

な お ， 本 市 で は ， 現 在 ， 部 活 動 の み を 理 由 と す る 指 定 校 変 更 は ，

許可していませんが，指定校に希望するクラブが無いことやスポー

ツ少年団等の仲間と同じ学校に通学したいことなど，ここ数年，部

活動を理由とする指定校変更の相談が増えてきています。少子化の

影響から，各学校では，クラブ数が限られる状況にあり，また，ス

ポーツ少年団等の活動は，区域等にとらわれないものとなっている

ため，今後ともこの傾向が続くものと思われます。また，学校の距

離による指定校変更についても，部活動同様，指定校変更の許可を

行っていません。これは，現在の学区が地域の状況等を考慮し，定

めたものであって，通学距離を前提とした学区となっていないこと

によるものです。  

今回行った学校へのアンケート調査では，学区境の児童生徒につ

いて，町内会が異なること，児童センターの立地，学校との距離な
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どから，指定校の弾力的な運用を求める意見が 7 校から出ており，

学区の見直しとあわせ，許可区域の拡大等も検討していく必要があ

ると思われます。その一方で，指定校変更による児童数増加が問題

という意見が１校あるほか，指定校変更により児童生徒の流出が多

い学校の中には，小規模校化が進むことを懸念しているところもあ

ります。  

　表－11　指定校変更，区域外就学許可一覧

小学校 中学校 計 小学校 中学校 計 小学校 中学校 計

共働き家庭等 337 337 337 337
教育的配慮 171 225 396 8 23 31 179 248 427
許可区域 94 52 146 94 52 146
学期途中 1 0 1 1 0 1
学年途中 105 132 237 105 132 237
転居予定 3 1 4 2 0 2 5 1 6
最高学年 3 2 5 3 2 5
兄弟関係 43 7 50 2 0 2 45 7 52
家庭の事情 22 5 27 14 5 19 36 10 46
そ の 他 0 0 0 0 0 0 0

計 775 422 1,197 30 30 60 805 452 1,257
※盛岡市教育委員会調べ（平成２０年２月末現在）

（単位：人）

指定校変更許可 区域外就学許可 合    計

 

 

 

イ  許 可区 域  

本市の許可区域は，「盛岡市立小学校及び盛岡市立中学校の就学に関

す る 事 務 取 扱 要 領 」 第 ３ 条 ， 第 ４ 条 で 教 育 長 が 区 域 （「 表 -12  教 育 長

が別に定める区域」）を定めています。  

許可区域の設定，廃止，変更などについては，地域の要望や指定校

の規模等の実状を勘案して定めています。  

 

 

 

 

 

 

 

＊ ３ :指 定校 変 更 は市 内 の 学校 で ，区 域外 就 学 は本 市 と 他の 市 町 村の 学 校 で

指 定 校 以外 の 学 校へ の 就 学を 許 可 する こ と です 。  
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表－12 教育長が別に定める区域（平成 20 年５月１日現在） 
許  可  区  域 指定学校 許可学校 備   考 

西仙北一丁目（35 番の一部及び

40 番の一部），向中野一丁目（１

番の一部 ２番の一部 ３番の

一部 ４番 ５番の一部 16 番

の一部及び 18 番の一部），向中野

（字五合田 字石川町 字野原

字細谷地 字道明  字東道明

字幅 字鶴子 字畑返） 

本宮小学校 
大宮中学校 

仙北小学校 
仙北中学校 

 

西仙北一丁目（36 番の一部，37
番の一部及び 39 番の一部） 大宮中学校 仙北中学校 

市営仙北西アパ

ート 1 号館から

11 号館まで 
三ツ割三丁目（13 番から 16 番ま

で） 山岸小学校 仁王小学校 岩手県警察官舎

付近 
山岸（字外山岸の一部，字大平の

一部） ，上田（字小鳥沢の一部）

米内小学校 
米内中学校 

松園小学校 
松園中学校 

かきつばた群落

付近 
浅岸一丁目（６番の一部，７番の

一部，８番から 11 番まで，13 番

の一部，14 番，15 番の一部及び

16 番の一部） 

城南小学校 
城東中学校 

山岸小学校 
下小路中学校 

 

山岸六丁目（１番から 10番まで），

山岸（字大平の一部 字名乗の一

部），下米内（字閉伊街道の一部）

高松小学校 山岸小学校 
 

川目第 13 地割の一部 川目小学校 中野小学校  
南大通三丁目（1 番から４番まで） 大慈寺小学校 杜陵小学校  
下太田新堰端 太田東小学校 本宮小学校  
上鹿妻田貝 太田小学校 本宮小学校  
下鹿妻（字南田の一部） 本宮小学校 

大宮中学校 
飯岡小学校 
飯岡中学校 

 

上田（字狐崎稲荷の一部） 上田中学校 下小路中学校  
盛岡駅西通一丁目（１番から７番

まで），盛岡駅西通二丁目（３番

から９番まで） 
下橋中学校 城西中学校 

 

  ※ 資料 ： 盛岡市立小学校及び盛岡市立中学校の就学に関する事務取扱要領別表 

ウ  学区の弾力的運用  

文部科学省は，平成９年に「通学区の弾力的運用について（通知）：

文初第 78 号（囲み－１  通学区域の弾力的運用について）」において，

教 育 上 の 影 響 等 に 留 意 し つ つ ， 通 学 区 域 制 度 の 弾 力 的 な 運 用 に 努 め る

よ う ， 都 道 府 県 教 育 委 員 会 を 通 じ ， 市 町 村 教 育 委 員 会 に 通 知 し て い ま

す。また，平成 18 年３月には，施行規則を改正し，市町村教育委員会

が 就 学 校 を 指 定 す る 通 知 に お い て ， 指 定 の 変 更 に つ い て 保 護 者 の 申 立



 - 24 - 

が で き る 旨 を 示 す こ と と ， さ ら に ， 就 学 校 の 指 定 の 変 更 が 相 当 を 認 め

ら れ る 具 体 的 な 場 合 を 予 め 明 確 に し て 公 表 す る よ う 市 町 村 教 育 委 員 会

に求めています。  

本 市 で は ， 指 定 校 変 更 の 具 体 的 な 例 を ホ ー ム ペ ー ジ な ど に 掲 載 し ，

周 知 を 図 っ て い ま す 。 学 区 の 弾 力 的 な 運 用 は ， 家 庭 の 事 情 や 不 登 校 ，

い じ め な ど の 人 間 関 係 に 基 づ く 問 題 ， 転 居 に よ る 学 期 途 中 の 異 動 へ の

対 応 な ど 児 童 生 徒 一 人 ひ と り の 実 情 を 勘 案 し て 指 定 校 以 外 の 学 校 へ の

通学を許可しています。  

指定校変更により他の学校へ児童生徒が異動することは，学級編制，

教 職 員 の 配 置 等 に 影 響 す る 場 合 が あ る も の の ， 児 童 の 放 課 後 の 安 全 対

策 や 不 登 校 児 童 生 徒 に と っ て は 人 間 関 係 を 変 え る こ と が で き る 有 効 な

方 法 と な っ て い ま す 。 ま た ， 保 護 者 の 転 居 等 に よ り 学 年 や 学 期 途 中 で

転 校 せ ざ る を 得 な い 児 童 生 徒 が 学 年 や 学 期 末 ま で 在 籍 で き る こ と は ，

児 童 生 徒 の 不 安 を 和 ら げ る う え で 有 効 な 手 段 と な っ て い る も の と 思 わ

れます。  

児 童 生 徒 が 通 う 学 校 を 市 町 村 が 指 定 す る 現 在 の 指 定 校 制 度 は ， 学 校

規 模 ， 教 職 員 の 配 置 等 を 決 め る う え で 基 礎 と な る も の で あ り ， 学 区 の

弾 力 的 運 用 の 無 制 限 な 拡 大 や 学 校 を 自 由 に 選 択 で き る 制 度 と し た 場 合 ，

各 学 校 の 児 童 生 徒 数 の 予 測 が 立 て に く く ， 教 職 員 の 配 置 （ 定 数 ） や 学

級 編 制 な ど が 不 安 定 な も の と な り ， 計 画 的 な 学 校 運 営 が 図 ら れ な く な

る可能性があります。  

 

囲み－１  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  通学区の弾力的運用について（抜粋）  

平 成 ９ 年 １ 月 27 日 付 け 文 部 省 初 等 中 等 教 育 局 長 名

１．通学区域制度の運用に当たっては，行政改革委員会の「規制緩和の推進に関する

意見（第２次）」の趣旨を踏まえ，各市町村教育委員会において，地域の実情に即

し，保護者の意向に十分配慮した多様な工夫を行うこと。 
２．就学すべき学校の指定の変更や区域外就学については，市町村教育委員会におい

て，地理的な理由や身体的な理由，いじめの対応を理由とする場合の外，児童生徒

等の具体的な事情に即して相当と認めるときは，保護者の申立により，これを認め

ることができること。 
３．通学区域制度や就学すべき学校の指定の変更，区域外就学の仕組みについては，

入学期日等の通知など様々な機会を通じて，広く保護者に対して周知すること。ま

た，保護者が就学について相談できるよう，各学校に対してもその趣旨の徹底を図

るとともに，市町村教育委員会における就学に関する相談体制の充実を図るこ

と。   
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第 ２ 章  今 後 の 見 通 し  

１ 児 童 生 徒 数 の見 通 し 

平成 20 年度と平成 25 年度を比較した場合，児童数は 15,642 人から

14,893 * 4 人と 749 人減少し，生徒数は 8,037 人から 7,645* 4 人と 392 人

減少する見込み（表－ 13）となっています。  

 

 

 

 

学校ごとに見ると，小学校では， 17 校で 1,248 人の児童が，中学校

10 校で 628 人の生徒の増加が見込まれます。その一方で，小学校 48 校

中 29 校において，1,212 人の児童数が，中学校 24 校中 12 校で 678 人の

生徒数の減少が見込まれます。  

増加は，盛南開発地区の学校が顕著で，盛岡地域南西部の小学校では，

平成 19 年度の児童数の１ /３に当たる 431 人の増加が見込まれます。こ

のほか，市中心部の一部学区においても，マンション等共同住宅の建設

によるものと思われる児童の増加が 2 学区で見られ， 2 学区の増加見込

み児童数の合計は 238 人となっています。  

中学校も小学校同様，盛南地区を抱える中学校区が 153 人の増，また，

市中心部では， 1 学区で 105 人の生徒の増加が見込まれるほか，盛岡地

域北部の中学校では，平成 23 年度に約 300 人の 1 年生を迎えることが

予想されます。  

減少は，盛岡地域北部の小学校区において 100 人～ 180 人程度の児童

の減少が，また，中学校では，盛岡地域北部の中学校区で 110 人～ 200

人程度の減少が見込まれます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※４：平成 25 年度の児童数は，住民基本台帳登録者数の就学児童数 15,664 人に現

  在の市立小学校在籍率（平成 20 年度 95.1％：市立小学校在籍者数／住民基本

台帳登録者数の児童数）を乗じたもの。生徒数も同様に就学生徒数 8,238 人 

に在籍率 92.80％を乗じて，推計数を算出している。 
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表－13 児童生徒数の推移予想 

  

年　度 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

児童数（人） 15,642 15,645 15,528 15,298 15,018 14,893

対平成20年比 100.00% 100.02% 99.27% 99.56% 97.80% 95.21%

生徒数（人） 8,037 7,874 7,670 7,725 7,662 7,645

対平成20年比 100.00% 97.97% 95.43% 96.12% 95.33% 95.12%

※盛岡市教育委員会調べ
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２ 小 中 学 校 規 模 の見 通 し 

学校規模や教員定数の算定基準となる学級数は，平成 20 年 5 月 1 日

現在，小学校で 567 学級，中学校で 255 学級となっています。平成 11

年度には，小学校が 630 学級 ＊ 5，中学校が 304 学級であったことから，

この 10 年で，小学校で 63 学級，中学校で 49 学級減少しており，今後

も児童生徒数の減少に伴い，学級数も減少していくものと思われます。  

平成 20 年 5 月 1 日現在の住民基本台帳を基にした子どもの数から推

計すると，平成 25 年度までの市内小中学校の規模等は「資料－２」の

ようになると見込まれます。  

 

 

＊５:平成 20 年度の学級編制は，小学校１，２年生で 35 人学級となっている。平

成 20 年度の小学校全学年の学級数を 40 人編制で試算すると，552 学級であり，

平成 11 年度に比べ 78 学級の減少となる。 

   児童数  

     生徒数  
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３ 新 入 生 の見 通 し 

標準的な規模に満たない小学校のうち，新入生のない小学校は，平成

20， 22， 24 年度において２校，平成 23， 25 年度において１校，また，

中学校では，平成 25 年度に１校となっています。  

その一方で，新入生が 120 人（ 40 人学級換算 3 学級）を超えると見込

まれる小学校は， 20 年度 2 校， 21 年度 4 校， 22， 23 年度 3 校， 24， 25

年度 4 校となり，その中でも，1 校は，平成 20 年度以降毎年 190 人を超

える新入生（最多の新入生，平成 25 年度 249 人）が見込まれ，1 学年で

8 学級（ 35 人学級換算）となるなど，標準的な規模を大きく超える小学

校となることが予想されます。  

中学校では，標準的な規模の目安となる 1 学年 6 学級（ 240 人，40 人

学級換算）を超える新入生が見込まれるのは， 20 年度から 23 年度の間

で 1 校，24 年度以降 2 校（最多の新入生，平成 23 年度 296 名，）となる

ことが見込まれ，標準的な規模を大きく超える中学校となることが予想

されます。  

 

４ 少 人 数 教 育 の動 向  

公 立 の 小 中 学 校 の 学 級 編 制 は ， 県 が 基 準 を 定 め て お り ， 市 は ， そ の

基 準 に 基 づ い て 決 定 し て い ま す 。 現 在 ， 岩 手 県 教 育 委 員 会 で は ， 小 中

学 校 に お い て ， 基 本 的 な 生 活 習 慣 や 学 習 習 慣 を 身 に つ け さ せ る こ と や

基礎学力の向上を図るため，少人数教育を推進しており，平成 20 年度

中に今後の少人数教育の方向を定める（囲み -２参照）こととしていま

す。これにより，学級編制へ影響を及ぼすものと思われます。  

囲み -２  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

～県教育委員会が検討している少人数教育の方向～ 

①少人数学級を小学校中学年あるいは中学校 1 年生に新たに導入すること。 
②小学校中学年以少人数指導に重点を置いていくこと。 
③市町村教育委員会が学校や子どもたちの実情を踏まえて，少人数学級と少人数指導

を選択できるようにしていくこと。 
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第３章 基本方針 

 

１ 適 正 配 置 の必 要 性  

 教育基本法や学校教育法では，教育及び学校教育の目的や目標について，

次のように定めています。  

（１）教育基本法  

教育基本法（平成 18 年法律第 120 号，囲み -３）では，義務教育や

学 校 教 育 の 目 的 ， 目 標 ， ま た ， 保 護 者 ， 地 域 と 学 校 と の 関 わ り な ど 学

校のあり方について，次のように定めています。  

囲み -３  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育基本法（抄） 

（教育の目的） 

第一条 教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者と

して必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければ

ならない。 

（教育の目標） 

第二条 教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げ

る目標を達成するよう行われるものとする。 

一 幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道

徳心を培うとともに、健やかな身体を養うこと。 

二 個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律

の精神を養うとともに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態

度を養うこと。 

三 正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の

精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養

うこと。 

四 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。 

五 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとと

もに、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 

（義務教育） 

第五条 国民は，その保護する子に，別に法律で定めるところにより，普通教育を受

けさせる義務を負う。  

２ 義務教育として行われる普通教育は，各個人の有する能力を伸ばしつつ社会にお

いて自立的に生きる基礎を培い，また，国家及び社会の形成者として必要とされる

基本的な資質を養うことを目的として行われるものとする。  

３ 国及び地方公共団体は，義務教育の機会を保障し，その水準を確保するため，適

切な役割分担及び相互の協力の下，その実施に責任を負う。 

 

（学校，家庭及び地域住民等の相互の連携協力） 

第十三条 学校，家庭及び地域住民その他の関係者は，教育におけるそれぞれの役割

と責任を自覚するとともに，相互の連携及び協力に努めるものとする。 



 - 29 - 

（２）学校教育法 

学校教育法（昭和 23 年法律第 26 号，囲み-4）では，普通教育，小中学校の教育

の目標，目的を次のように定めています。 

囲み-４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育法（抄） 

（普通教育の目標） 

第二十一条 義務教育として行われる普通教育は、教育基本法（平成十八年法律

第百二十号）第五条第二項に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を

達成するよう行われるものとする。 

一 学校内外における社会的活動を促進し、自主、自律及び協同の精神、規範

意識、公正な判断力並びに公共の精神に基づき主体的に社会の形成に参画し、

その発展に寄与する態度を養うこと。 

二 学校内外における自然体験活動を促進し、生命及び自然を尊重する精神並

びに環境の保全に寄与する態度を養うこと。 

三 我が国と郷土の現状と歴史について、正しい理解に導き、伝統と文化を尊

重し、それらを育んできた我が国と郷土を愛する態度を養うとともに、進ん

で外国の文化の理解を通じて、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与

する態度を養うこと。 

四 家族と家庭の役割、生活に必要な衣、食、住、情報、産業その他の事項に

ついて基礎的な理解と技能を養うこと。 

五 読書に親しませ、生活に必要な国語を正しく理解し、使用する基礎的な能

力を養うこと。 

六 生活に必要な数量的な関係を正しく理解し、処理する基礎的な能力を養う

こと。 

七 生活にかかわる自然現象について、観察及び実験を通じて、科学的に理解

し、処理する基礎的な能力を養うこと。 

八 健康、安全で幸福な生活のために必要な習慣を養うとともに、運動を通じ

て体力を養い、心身の調和的発達を図ること。 

九 生活を明るく豊かにする音楽、美術、文芸その他の芸術について基礎的な

理解と技能を養うこと。  
十 職業についての基礎的な知識と技能、勤労を重んずる態度及び個性に応じ

て将来の進路を選択する能力を養うこと。 

 
第四章 小学校 

（目的） 

第二十九条 小学校は、心身の発達に応じて、義務教育として行われる普通教育

のうち基礎的なものを施すことを目的とする。 

（目標） 

第三十条 小学校における教育は、前条に規定する目的を実現するために必要な

程度において第二十一条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとす

る。 

２ 前項の場合においては、生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的

な知識及び技能を習得させるとともに、これらを活用して課題を解決するため

に必要な思考力、判断力、表現力その他の能力をはぐくみ、主体的に学習に取

り組む態度を養うことに、特に意を用いなければならない。 
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（３）教育振興基本計画  

平成 20 年７月に国が策定した「教育振興基本計画」では，今後 10

年間を通じて目指すべき義務教育の姿として，「学校，家庭，地域が一

体となって基本的な生活習慣の習得や社会性の獲得をはじめとする発

達段階ごとの課題に対応しながら，すべての子どもが，自立して社会

で生き，個人として豊かな人生を送ることができるよう，その基礎と

なる力を育てると共に，国家及び社会の形成者として必要な基本的資

質を養う。」こととしています。  

（４）小中学校適正配置の基底となる考え方  

以上から，教育基本法等に定められている目的や目標などを踏まえ，

小中学校の適正配置についての基底となる考えを，「①学校は，一定の

集団規模が確保されることにより，児童生徒が互いに磨きあい，高め

あう中で教育が営まれること。②児童生徒一人ひとりにとってもっと

も望ましい教育環境を整えること。③学校教育は，家庭や地域と協力

することにより，より高い効果が得られること。」とし，小中学校の適

正配置に関する基本方針を次項のとおりとしました。  

 

２ 小 中 学 校 適 正 配 置 基 本 方 針  

（１）  基本的な観点  

盛 岡 市 立 小 中 学 校 に お い て ， 学 校 教 育 等 の 目 的 と 目 標 を 達 成 す る た

め に 必 要 と 思 わ れ る 適 正 配 置 の 基 本 的 な 考 え 方 は ， 項 目 ご と に 次 に 示

すとおりです。  

（体験活動の充実） 

第三十一条 小学校においては、前条第一項の規定による目標の達成に資するよ

う、教育指導を行うに当たり、児童の体験的な学習活動、特にボランティア活

動など社会奉仕体験活動、自然体験活動その他の体験活動の充実に努めるもの

とする。 

この場合において、社会教育関係団体その他の関係団体及び関係機関との連

携に十分配慮しなければならない。 

 

第五章 中学校 

（目的） 

第四十五条 中学校は、小学校における教育の基礎の上に、心身の発達に応じて、

義務教育として行われる普通教育を施すことを目的とする。 

（目標） 

第四十六条 中学校における教育は、前条に規定する目的を実現するため、第二

十一条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。  
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ア  学校規模  

     ○望ましい教育環境を確保することを学校規模設定の基本とすること。 

○多様な個性，価値観を持つ児童生徒が，学校生活を通じて交流することにより，

社会性や協調性を培うこと。 

○児童生徒の人間関係の固定化を防ぐとともに，より多様な個性，価値観に触れ

ることが可能となるよう，クラス編成替えができること。 

○中学校にあっては，免許を有する教員が教科指導できること。 

○児童生徒の安心・安全が確保できること。 

○中学校にあっては，複数の中から選択できる部活動数であること。 

○互いの専門性を高められる教員数を確保できること。 

○人間性が豊かで，様々な専門性を有する教員に出会える機会に恵まれること。 

○保護者や地域の人の理解と協力のもと学校経営をすすめられるよう，学校の方

針等が保護者，地域に容易に周知できること。 

イ 学区 

 ○中学校の学区は，小学校の学区をいたずらに分割しないこと。 

○中学校へ進学する際の児童の心理面への影響を少なくすること。 

○地域活動等と連携した学校教育が進められるよう，学区と地域活動等の区域は，

一致していることが望ましいこと。 

ウ 通学距離 

   ○通学距離の考え方は，児童生徒の負担を考慮すること。 

○通学に要する時間は，おおむね１時間を限度とすること。 

エ 指定校変更 

    ○保護者，地域，学校が連携し，児童生徒の教育を行う観点から一定の条件が必

要なこと。 

○許可区域の設定は，これまで同様，保護者，地域の意向等を考慮し，決定する

こと。 

○許可区域は，学区内の児童生徒数の動向や都市基盤整備等の変化に対応するた

め，適宜見直しを図ること。 

○学区の運用は，児童生徒の状況により弾力的に行うこと。 
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○運用の条件は，学校教育へのニーズを把握して検討すること。 

○部活動のみを理由とする指定校変更は，認めないこと。 

（２）基本方針  

「 適 正 配 置 に 関 す る 基 本 方 針 」 は ， 次 の と お り で す 。 た だ し ， こ

の 基 本 方 針 は ， 小 中 学 校 の 望 ま し い 姿 を 示 し た も の で あ り ， 今 後 ，

こ の 方 針 に 基 づ き 市 教 育 委 員 会 で は ， 各 小 中 学 校 の 状 況 を 調 査 す る

と と と も に ， 地 域 ， 保 護 者 ， 学 校 関 係 者 の 意 見 を 伺 い な が ら ， 小 中

学 校 の 規 模 や 学 区 な ど が よ り 適 正 な も の と な る よ う 施 策 を 講 ず る こ

ととします。  

   ア 学校規模 

    ○小学校は１２学級以上で１８学級以下であること。 

    ○中学校は９学級以上で１８学級以下であること。 

   イ 学区 

   ○小学校区は，複数の中学校区にまたがらないこと。 

   ○中学校区は，小学校区を分割しないこと。 

   ○学区と地域活動の区域は，一致すること。 

   ○通学の際の安全が確保できること。 

   ウ 通学距離（時間） 

   ○通学に要する時間は，おおむね１時間を限度とすること。 

    ※徒歩の場合，小学校でおおむね４ｋｍ，中学校でおおむね６ｋｍ以内。 

   エ 指定校変更 

   ○許可区域は，保護者，地域，学校の要望等を勘案して定めること。 

   ○弾力的運用には，一定の条件を付すこと。 

   ○学区の運用は，当分の間，現在の運用方法により行うこと。  

 （３）基本方針の見直し等  

    この基本方針策定後に，国，県の学校教育に関する大幅な見直し  

   や 社 会 情 勢 の 変 化 が あ っ た 場 合 に あ っ て は ， こ の 基 本 方 針 を 適 宜 見

直すこととします。  

 

３ 今 後 の進 め方  

（１）盛岡市小中学校適正配置検討委員会の意見  
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こ の 基 本 方 針 を 策 定 す る に 当 た っ て の 基 本 的 な 意 見 を 取 り ま と め

た 盛 岡 市 小 中 学 校 適 正 配 置 検 討 委 員 会 か ら ， 今 後 ， 小 中 学 校 の 適 正

配置を検討するうえでの留意事項として次のような意見があった。  

○適正 配置等の 具体的な 検討に当 たっては，「子ど もたちに とって，

よりよい学校教育環境」を実現するため，市教育委員会は，学校関

係者，保護者，地域の関係者と共通の視点のもとで理解を得て進め

ること。   

○学校は，地域にとって心のよりどころであるとともに，地域活動の

拠点として機能している面もあるため，特に小規模校の検討に当た

っては，保護者，児童生徒はもとより地域の意見を十分聴くこと 。 

○小規模校は，上級生が下級生の世話を行うなど良い点もあるた め ，

個々の学校の状況を十分見極めること。  

○小規模校は，校務が教職員の負担となっている場合もあるため，事

務の共同化などにより，校務負担の軽減を図ること。  

 （２）計画の策定  

市 教 育 委 員 会 は ， 小 中 学 校 適 正 配 置 検 討 委 員 会 の 意 見 を 尊 重 し ，

各 市 立 小 中 学 校 の 状 況 調 査 を 実 施 す る と と も に ， 保 護 者 ， 学 校 関 係

者 ， 地 域 の 方 々 の 意 見 等 を 踏 ま え ， 具 体 的 な 計 画 を 策 定 す る こ と と

します。  

 （３）情報提供  

    小 中 学 校 の 適 正 配 置 等 に 関 し て は ， 市 民 の 関 心 も 高 い た め ， 市 教

育 委 員 会 で の 検 討 内 容 や 保 護 者 ， 学 校 関 係 者 ， 地 域 と の 協 議 状 況 に

ついて情報の提供を積極的に行うよう努めます。  

 （４）市財政状況とのかかわり  

    本 市 の 財 政 状 況 は ， 依 然 厳 し い 状 況 に あ る た め ， 学 校 の 教 育 環 境

の 整 備 等 に あ た っ て は ， 長 期 的 な 財 政 投 資 計 画 の 下 に 行 う こ と と し

ます。   
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